
第２章 デジタル田園都市国家構想の実現に必要な施策の方向
１．取組方針
（１）デジタルの力を活用した地方の社会課題解決・魅力向上
④魅力的な地域をつくる

【デジタルとリアルが融合した地域生活圏の形成】
人口減少の荒波が、これまでの小規模都市から地方の中心的な都市へと拡大し、地域の暮らしを支える

中心的な生活サービス提供機能が低下・喪失するおそれがある。
こうした状況に対し、従来の縦割りの分野ごとの地方公共団体での対応だけでは限界がある。また、人口

減少、少子高齢化が加速する地方において、若者世代を始めとした人々の多様化する価値観に応じた暮ら
し方・働き方の選択肢を広げ、地方の人口減少・流出の流れを変えて、人々が生き生きと安心して暮らし続
けていける地域づくりが求められる。
このため、国土形成計画を踏まえ、「共」の視点からの地域経営を実現する観点から、デジタルを徹底活用

しながら、①官民パートナーシップによる「主体の連携」、②分野の垣根を越えた「事業の連携」、③市町村
界にとらわれない「地域の連携」に重点を置き、人口 10 万人程度以上を一つの目安としつつ、地域公共交
通や買物、医療・福祉・介護、教育等の暮らしに必要なサービスが持続的に提供される「地域生活圏」の形
成を推進する。
こうした地域生活圏の実現に向け、例えば、5G を始めとするデジタル基盤の整備、自動運転の実装・普

及、官民や交通事業者間、他分野との垣根を越えた「共創」を通じた地域交通の「リ・デザイン」、地方で暮
らしながら地域外の企業で働くことが可能になるテレワークの普及等による「転職なき移住」、二地域居住等
の推進や地域の実情に応じた幹線鉄道ネットワークの高機能化・サービス向上、「道の駅」の拠点機能強化
といった取組を、関係府省が一体となって推進する。

〔デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版） (令和５年12月26日閣議決定)抜粋〕
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参考資料７地域生活圏の形成促進について



デジタルとリアルが融合した地域生活圏の形成促進

官民が連携した先進的なモデル事例の創出や伴走支援、横展開
デジタル田園都市国家構想交付金との連携をはじめ関係府省が一体で地域生活圏の形成を促進

デジタルの徹底活用と｢共｣の視点からの地域経営で地方の中心的な都市でも人口減少
生活サービス提供機能が低下・喪失
縦割りの分野、行政だけでは限界

（課題） 地方の危機 （目指す姿） 地域生活圏の形成

○人口減少に伴う市場縮小で提供・維持が
難しくなった生活サービスを、「共助」の考え
方により地元企業が提供する取組が拡大

○それらを行政がデータ連携基盤でつなぐこと
で、市民生活を支えるサービス群「ベーシッ
クインフラ」を構築・実装

○サービスの全体最適化と地域内での経済
流通による持続性向上、住民のWell-
beingの向上を目指す

地域生活圏の形成に向けてのモデル事例 （香川県三豊市）市民生活を支えるサービス群の構築
地元企業等13社の出資によるAIオンデマン
ド交通により、暮らしの自由度を向上

三豊市の基礎情報

取組概要

○人口：6.1万人（R2国調）

○香川県で２番目の広さ

人材育成

空き家活用
地元企業が地域内の空き家
を洗い出し、地域内の起業
ニーズに応じてリノベして提供

地域交通

地元企業等18社の出資で市民
大学を設立し、社員研修等を担う
観音寺市も含めて事業を展開
（地域の連携）

データ連携基盤（事業の連携）
各サービス事業者が持つデータを相互活用

（デジタル田園都市国家構想推進交付金を活用）

主体の連携

（出典）三豊市等関係者提供資料をもとに国土交通省国土政策局作成

<地域経営のポイント>
① 官民パートナーシップによる「主体の連携」
② 分野の垣根を越えた「事業の連携」
③ 市町村界にとらわれない「地域の連携」

□ 生活サービスの利便性の最適化と複合化
□ 地域内経済循環の仕組みを構築

⇒ サービスが持続的に提供される地域生活圏を形成

○国土形成計画（R5.7閣議決定）抜粋
デジタルを徹底活用しながら、暮らしに必要なサービスが持続的に提供される地域生活圏を形成し、地域課題の解決と地域の魅力向上を図る。

移住・仕事マッチング
シェアハウスが関係人口や地域住民・企業の
つながりを深める関係案内所として機能

三豊市

第15回デジタル田園都市国家構想実現会議
（令和５年12月14日） 国交省資料[抜粋]
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